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研究論文 
 
法人に対する重加算税の賦課に関する考察 
～ 横領等による場合を中心に ～ 
 
A Study on Imposing Heavy Additional Tax on Corporations: 
Focus on the Cases Regarding Embezzlement 
 
出 村 仁 志 
Hitoshi DEMURA 
 
＜要 約＞ 
法人に対して税務調査が行われた場合、法人の役員や従業員による法人の資金の横領等の
行為が発覚することが多いが、その場合、横領等の行為の結果として法人が法人税の過少申
告を行っていたこととなり、更に、隠ぺい仮装行為もあるとして、課税実務上、法人自身に
対して国税通則法に基づく重加算税が賦課されることが多い。そのようなケースで法人に適
法に重加算税が賦課されるには、①所得の帰属の認定、②損害賠償請求権の計上時期、及び
③第三者による隠ぺい仮装行為、の各論点について十分な整理・検討が必要であるが、これ
らはいずれも租税法における非常に重要な論点であり、各論点に関して考え方が分かれ、又
は判断が難しい部分が多いということもあり、実務上必ずしも検討等が十分になされず、結
果として納税者との争訟において税務当局の課税処分が取り消される事例も散見される。 
本稿では、法人の役員等の横領等の場合の法人に対する重加算税の賦課に関し、そうした
論点を整理・検討することにより、課税の適法性が確保されるために留意すべき事項につい
て考察する。 
 
＜キーワード＞ 
重加算税、横領、所得の帰属、損害賠償請求権、隠ぺい仮装行為 
 
 
1 はじめに 
法人に対する税務調査が行われた場合、その調査の過程で法人の役員又は従業員（以下「役
員等」という。）による法人の資金の横領や詐欺（以下「横領等」という。）の行為が発覚す
ることが少なくない。そうした横領等の行為が外部との取引の中でなされる場合、法人の売
上の一部を個人的に詐取したり、法人に過大又は架空の仕入れや経費を計上させ、後にその
過大又は架空計上分を個人的に受領したりする手法がとられることが多い。例えば、役員等
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が法人の仕入業者にリベート分を上乗せした価額で仕入れの水増し請求をさせ、それに基づ
き法人が支払った仕入代金の中から当該リベート分を現金や自らの個人口座への振込の形で
バックさせる、といった方法である。 
このような場合、税法上の取扱いとしては、その取引が通常は法人にとって売上の除外や
過大な仕入れ等に当たることとなるので、結果として法人税の過少申告がされていたことに
なり、また、それが隠ぺい仮装行為に基づいていることから、課税実務上、法人に対して国
税通則法 68 条に規定する重加算税が賦課されるケースが多いと思われる。 
しかしながら、そのような不正行為に法人自身が関与していた場合は別として、特定の役
員等が自己の利益を図る等の目的で行った場合で、法人が全く関知していない場合には、法
人としては横領等による被害者であるという意識から、自らに対する重加算税の賦課に納得
できず、争訟に至るケースも少なくない。また、その結果、当局の処分が違法とされた裁判
例も散見される。 
こうしたケースにおいて法人に重加算税が適法に賦課されるためには検討すべき点が多く
あり、特に、①所得の帰属の認定、②損害賠償請求権の計上時期、及び③第三者による隠ぺ
い仮装行為、といった点に関して十分に検討した上で重加算税が賦課されるべきと考えるが、
従来は必ずしもそれぞれの論点について十分に整理及び検討がなされていなかった面もある
のではないかと思われる。本稿では、このような法人の役員等の横領等の場合の法人に対す
る重加算税の賦課に関し、そうした論点を整理・検討することにより、その適法性が確保さ
れるために留意すべき事項について考察したい。 
 
2 所得の帰属の認定 
 
2.1 問題点の所在 
所得（課税物件）の帰属（人的帰属）とは、課税物件と納税義務者との結び付きのことで
あり、課税物件が帰属した者が納税義務者となるのであるが、帰属が決まらなければ納税義
務者も確定せず、また、帰属を誤った更正・決定処分等は違法とされ、取消又は無効となる
ことから、帰属の問題は非常に重要である 1）。課税物件の帰属の認定で特に問題となるのは、
取引や契約の名義・形式と実体・実質が異なる場合であるが、この点に関し、法人税法 11
条等がいわゆる実質所得者課税の原則を規定しており、実質的に収益を享受する者に帰属す
るとされている 2）3）。 
本稿で問題とする役員等が横領等を行ったとされる場合、法人の過少申告を認定して重加
算税を賦課するためには、まずはそれが確かに役員等による横領等の行為であること、すな
わちその横領等の行為の対象となる課税物件（所得）が一旦法人に帰属することを明らかに
する必要がある。横領等の行為は 1 で述べたような外部との取引を利用して行われるケース
も多く、その場合、除外した売上や取引先等からのリベート等の利益を最終的に役員等の個
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人が享受していることは間違いないが、本来法人に帰属すべき利益を役員等が横領等により
享受したと認められるか否かが問題となる。つまり、売上除外や過大な仕入れ等の行為が法
人の行為としてなされていると認められれば、その利益に相当する部分は法人に一旦帰属し
法人の所得となるが、役員等があくまで個人としての地位や立場で利益を受け取っている等
の事情が認められれば、その利益は最初から法人には帰属していないと判断されることもあ
り得る。 
そうした売上や仕入れ等の取引は、会社の名称や組織を使用してなされていることから、
通常はそれらは会社の取引でありそこから生ずる利益も会社のものと判断できることが多い
であろうが、役員等が会社での地位や権限等を悪用しつつ、全く個人的な目的で、法人の通
常の業務内容ではない取引を、法人が関知しない形で行っていた場合など、利益が直接その
役員等の個人に帰属すると判断される場合もあると思われる。利益が法人に帰属しないと認
められれば、そもそも横領等の行為はなく、法人の取引も売上除外や過大な仕入れ等ではな
かった、すなわち過少申告はなかったということになり、重加算税の適用の余地もなくなる
こととなる。 
このように、役員等による横領等と思われるケースにおいても、まずは所得の帰属の認定
が的確に行われる必要がある。 
 
2.2 主な裁判例 
課税実務上、役員等の横領等が判明した場合には、その横領等の利益は一旦法人に帰属し
たとの認定が行われることが多いと思われる。他方、裁判例としては、役員等の横領等の場
合の法人に対する重加算税の賦課を巡る訴訟は多く、その中でも重加算税を賦課する前提と
なる課税物件（所得）の帰属自体が争点となった事例としては、次のようなものがある。 
静岡地裁昭和 44 年 11 月 28 日判決（税資 57 号 607 頁）は、原告会社の監査役や取締役が
簿外の車両を使用して得た運送料収入を自らの個人名義の預金口座に入金していた事件であ
る。会社はそれらの収入は自らのものではないと主張し争ったが、判決では、それら簿外車
両の購入代金を実質的に会社が負担していたと認められること、簿外車両を他の車両と区分
せずに同じ事業所内で事業に使用しており、それによる運送代金も区別されず一括で管理さ
れていたこと、会社名義の請求書や領収書が使用されていたこと、監査役や取締役が自らの
確定申告の収入に当該車両を使用した簿外収入を含めていなかったこと等を理由に当該車両
は会社に帰属するとし、それらを使用した取引及びそれに基づく収入も会社に帰属すると認
定された。 
長野地裁昭和 58 年 12 月 22 日判決（税資 134 号 581 頁）は、原告会社が行った工事の代金
の一部を専務取締役が架空の請求書や領収書を作成して受領し、会社の売上から除外してい
た事件である。主な争点は当該収入の帰属先が会社か専務個人かであったが、判決では、当
該取引（工事）が会社の目的・業務内容に含まれており、会社の通常の取引と同様のもので
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あったこと、専務個人は当該取引を行うことの許可等を得ておらず、そうした取引を行った
ことによる収入を税務申告したこともないこと、工事に使用した重機は全て会社のものであ
ったこと、取引先も工事の発注者は会社であると認識していたこと等を総合勘案し、本件各
取引は原告会社の事業の一環としてなされたもので、その収入金も原告会社に帰属すると判
断せざるを得ないとされた。また、会社が専務の着服を知らなかったという事実は、本件各
取引が原告会社の取引であることと相容れない事実ではないと判示した。 
金沢地裁平成 23 年 1 月 21 日判決（訟務月報 57 巻 11 号 2491 頁）は、原告会社の取締役が
運送収入を除外し、その代金の振込口座を会社公表口座以外に変更して当該代金を自己の用
途に充てていた事件である。本件では、それらの除外した運送収入の帰属が争われたが、判
決は、当該運送業務にかかる収入は振込口座が変更された時期以外は会社の口座に振り込ま
れて会社の売上に計上されていたこと、取引先も会社に対する支払であると認識していたこ
と、収入が除外された運送業務についても会社のトラック及び運転手が使われ、その燃料費
や人件費を会社が負担していたこと、会社は除外された金員が会社に帰属する前提で元取締
役と和解契約を結んでいること等の事実により、除外収入は会社に帰属すると判示した。 
役員等が除外した収入が法人に帰属するとしたこれらの裁判例に対し、仙台地裁平成 24
年 2 月 29 日判決 4）5）は法人に対する収入の帰属を認めなかった事件である。本件は、原告
会社の従業員Aらが、取引先に指示して食材の納入代金にリベート分を上乗せして請求させ、
支払代金からリベート分を手数料として受け取っていたものであり、当該手数料に係る収益
の帰属先が会社か従業員 A らかが主な争点となった。判決では、帰属の認定を判断するに際
し、まずは、①従業員 A らの法律上の地位、権限について、本件食材の仕入れに関しては入
札制度が設けられ、また、仕入れの発注権限が A らとは別の部署にあったこと、就業規則上
もリベートの受領が禁止され、A らを含む従業員にその旨が周知されていたこと、A らがリ
ベートを人目につかないような場所で授受していたこと等から、A らが会社から本件手数料
についての法的な受領権限が与えられていたと認めることはできず、A らは個人としての法
的地位に基づき本件手数料を自ら受け取っていたとした。また、②会社代表者が A らによる
本件手数料の受領を知って黙認していたと認めることはできないとし、更に、③A らが本件
手数料の一部を会社の備品の購入に充てていた事実があるとしても、その購入行為が会社の
指示なく行われていたものである以上、A らが自らに帰属した本件手数料の使途を自己の判
断に基づき決定したものにすぎないと認定し、以上のことから、本件手数料に係る収益は A
らに帰属すると判示した。 
このように、所得の帰属の問題自体が争点となった裁判例の多くでは、横領等の利益が法
人の所得と認定されているものの、他方で、仙台地裁平成 24 年判決のように、個々の事実を
検討した上で法人の所得であるとは認定されず、その結果、横領や法人の過少申告とする前
提を欠くと判示された裁判例もある。 
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2.3 小括 
 役員等の横領等の場合には、実務上、不正な行為が会社自身の取引とされ、それによる利
益も一旦法人に帰属すると認定されることが多いと思われるが、帰属の問題は法人の過少申
告の有無及び重加算税の賦課の適法性を検討する際の最初の前提となる重要な論点であるこ
とから、横領等に基づく利益が法人に帰属するか否かに関し、十分な検討及び的確な認定が
行われる必要がある。 
課税物件（所得）の帰属の認定は、上述した裁判例にみられるように、多くの間接事実等
の検討及びそれらの総合勘案によって行われるものである。上述及び類似の裁判例等に基づ
き、役員等の横領等の場合の帰属の認定の際に勘案すべき事項を具体的に挙げれば、次のよ
うな点であると考える。すなわち、その横領等の行為が会社自身の取引と認められるか否か
に関し、会社の目的・業務内容等との整合性、公表取引との類似性、会社の資産や証憑の使
用の有無、不正行為の態様や回数・金額・組織性の程度、不正行為に係る代表者等の指示・
黙認の有無、不正行為者の地位・権限・責任・経営参画の度合い、取引先の認識、捻出資金
の使途、行為者個人の税務申告の有無等であると思われ、こうした点を個別の事例に即して
十分に検討した上で的確な帰属の認定がなされる必要があると考える。 
 
3 損害賠償請求権の計上時期 
 
3.1 問題点の所在 
 横領等に基づく利益が法人に帰属したと認められる場合、法人がその利益を当該役員等に
給与等の形で処分した等の処理をすることもあり得るが、通常は、法人から役員等へ移転し
た利益の金額は横領等の行為に基づく法人の損失（損金）として計上すべきこととなる。そ
うすると、一方では横領等の行為に関して法人の売上除外や過大な仕入れ等があったことか
らその金額が税務上否認されるが、他方で同額が横領等に基づく損失（損金）に計上される
ので、それらが同一事業年度内であれば、結局、課税標準である所得金額や税額には変動は
生じないため過少申告であったことにはならず、重加算税の賦課の問題も生じない。 
 問題は、法人は横領等を行った役員等に対してその損失となった金額分の損害賠償請求権
又は不当利得の返還請求権を取得することとなるが、その損害賠償請求権等の金額を法人の
収益（益金）の額に計上する時期である。損失の発生と同時に損害賠償請求権を取得すると
解し、横領等の損失が発生した事業年度に当該損害賠償請求権を収益として計上すべきと考
えると、その請求権の額が計上漏れとなっていたこととなるので過少申告となり、ひいては
重加算税の賦課の対象となる。 
しかし、実際には、税務調査による指摘によって初めて法人が過去の事業年度における横
領等の行為を認識するケースが多いことから、その場合に、横領等が発生した事業年度に遡
って損害賠償請求権を計上すべきとされ、その分が過少申告であり重加算税も賦課されるこ
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とになると、実際は法人はその時点では横領等を全く認識していなかったのであるから、損
害賠償請求権の計上も現実には不可能であり、納得できないなどの理由で課税処分を巡って
争いになることも多い。 
 
3.2 学説 
 この損害賠償請求権の計上時期の問題に関しては、主な学説として、同時両建説と異時両
建説があり6）、その両説が拮抗しているとされる7）。両説は、横領等による損失についてはそ
の発生時に計上すべきとする点は同じであるが、損害賠償請求権の計上時期については異な
る考え方をとる。 
同時両建説は、横領等の不法行為によって法人に損害が発生した場合、私法上は損害の発
生と同時に損害賠償請求権を取得すると解されるので、その双方を関連させ、損失の計上と
同じ時期に損害賠償請求権を収益に計上すべきとする考え方である。なお、損害賠償請求権
の内容や金額が確定したとしても、実際にはその支払者の支払能力に問題があることが多い
が、これに関しては、その者の支払能力がないことが確定した時点で貸倒損失として損失に
計上されるべき問題とする。この考え方の基準は明確であり、また、私法上の基準を重視す
るものであり、租税法の解釈・適用に当たっては基本的には私法上の法律関係を重視すべき
ことから考えると、妥当な取扱いのようにも思われる。 
しかし、損害賠償請求権については、通常、その有無や具体的な内容・金額等について当
事者に争いがあることが多く、最終的には裁判を経ないとそれが確定しないことも多いこと
から、損害賠償請求権といっても観念的・抽象的な債権であり、損失の発生と同時にそれを
具体的に計上すべきとするのは現実的ではない面もある。そこで、損害賠償請求権について
は損失の計上とは切り離し、その金額が確定した時点で収益に計上すべきとするのが異時両
建説である。ただし、この説の場合には、損害賠償請求権が確定する時点をいつにするかに
ついては別途検討すべきこととなるので、不明確な面も残される。 
  
3.3 通達上の取扱い 
実務上の取扱いとしては、昭和 55 年の通達改正によりこの問題に関する取扱いが新設され
たところであり、現在の法人税基本通達 2-1-43 においては、「他の者から支払を受ける損害
賠償金（債務の履行遅滞による損害金を含む。以下 2-1-43 において同じ。）の額は、その支
払を受けるべきことが確定した日の属する事業年度の益金の額に算入するのであるが、法人
がその損害賠償金の額について実際に支払を受けた日の属する事業年度の益金の額に算入し
ている場合には、これを認める。」と規定されている。 
 この文言によると、損害賠償金の支払が確定した時点で益金の額に算入するのが原則では
あるが、実際に支払いを受けた時点で益金に算入してもよいとしているので、異時両建説の
考え方又は現金主義に沿った処理を認めているように思われるが、問題は通達が「他の者か
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ら」と限定している点である。 
 この点に関し、当局関係者が執筆している通達の解説書によると 8）、この通達は、法人が
他の者から支払を受ける損害賠償金については、原則としてその支払を受けることが確定し
た時の収益とする（すなわち、潜在的な損害賠償請求権の収益計上は要求しない。）が、法人
がこれについて実際に支払を受けた時点で収益計上することとしているときは、税務上もこ
れを認めることとして、取扱いの弾力化が図られたものであるとした上で、この場合の「他
の者」というのは、法人の役員又は使用人以外の者であるとする。その理由として、例えば
法人の役員の場合にはその行為が個人的なものなのか、それとも法人としてのものなのか峻
別しにくいケースが多い上、その不法行為の態様は個別性が強く、すべてのケースについて
一律に判ずることは困難な面があることから、この通達をそのまま適用することには問題が
ある場合が多いので、この通達では相手方が「他の者」である場合に限ってその取扱いが明
らかにされているとする。そして、法人の役員又は使用人による横領等によって法人が損害
を受けた場合には、通常、損害の発生時におけるその相手方や内容、範囲といった点が明ら
かであり、損害賠償請求権はその時において権利が確定したものということができることか
ら、被害発生事業年度において、損失の額を損金に算入するとともに、損害賠償請求権を益
金の額に算入することになろうとしている。 
 このように、通達上の取扱いは法人の役員等とそれ以外の者とを区分し、前者については
通常は同時両建説に沿って処理することになるとし、後者については異時両建説又は現金主
義に沿った取扱いを認めるとしているのが大きな特徴であるが、このように行為の主体によ
って取扱いを変えるとする考え方には賛否両論がある9）。 
 
3.4 主な裁判例 
イ 最高裁昭和 43年 10月 17日判決（税資 53号 659頁） 
これは、法人の会計担当役員であった代表取締役が行った横領による損失とそれによる損
害賠償請求権の計上時期が争われた事件である。 
判決では、「横領行為によって法人の被った損害が、その法人の資産を減少せしめたものと
して、右損害を生じた事業年度における損金を構成することは明らかであり、他面、横領者
に対して法人がその被った損害に相当する金額の損害賠償請求権を取得するものである以上、
それが法人の資産を増加させたものとして、同じ事業年度における益金を構成するものであ
ることも疑ない。」とし、更に、「犯罪行為のために被った損害の賠償請求権でもその法人の
有する通常の金銭債権と特に異なる取扱いをなすべき理由はないから、横領行為のために被
った損害額を損金に計上するとともに右損害賠償請求権を益金に計上したうえ、それが債務
者の無資力その他の事由によってその実現不能が明白となったときにおいて損金となすべき
旨の原判示は、犯罪行為のために被った損害を損害賠償請求権の実現不能による損害に置き
換えることになるものであるが、犯罪行為に基づき法人に損害賠償請求権の取得が認められ
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る以上、その経理上の処理方法として十分首肯しうるものといわなければならない。」と判示
した。 
このように、最高裁としては、この判決で損害賠償請求権の計上時期に関して同時両建説
をとったものであると解され、その後の下級審判決でも同時両建説をとるものが多い。 
ロ 東京高裁昭和 54年 10月 30日判決（税資 109号 127頁） 
これは、法人の役員又は従業員ではない第三者による詐欺被害に関し法人が損失を計上し
たところ、課税庁が、同時両建説の立場から損失のみを計上することは認められないとして
行った更正処分が争われた事件である。 
判決では、「法人税法は、原判決の説示するように、期間損益決定のための原則として、発
生主義のうち権利確定主義をとり、益金についてはその収益すべき権利の確定の時、損金に
ついては履行すべき義務の確定した時を、それぞれの事業年度帰属の基準にしているものと
解せられるが、その権利の発生ないし義務の確定については、権利、義務の発生からその満
足ないし履行済に至るまで、種々の時点をもって考えることができ、そのいずれをもって妥
当とすべきかについては、見解の分れるところであるけれども、帰するところ、権利の発生
義務の確定が具体的となり、かつ、それが社会通念に照らして明確であるとされれば足り、
これをもって十分であると解すべきである。」とし、また、「所得金額を計算するにあたり、
同一原因により収益と損失が発生しその両者の額が互に時を隔てることなく確定するような
場合に、便宜上右両者の額を相殺勘定して残額につき収益若しくは損失として計上すること
は実務上許されるとしても、益金、損金のそれぞれの項目につき金額を明らかにして計上す
べきものとしている制度本来の趣旨からすれば、収益及び損失はそれが同一原因によつて生
ずるものであつても、各個独立に確定すべきことを原則とし、従って、両者互い他方の確定
を持たなければ当該事業年度における確定をさまたげるという関係に立つものではないと解
するのが相当である。すなわち、当該収益、損失のそれぞれにつき当該事業年度中の有無が
問われれば足りるのである。」とし、本件では損失は確定しているが損害賠償請求権は確定し
ているとは認められないとして、損害賠償請求権とは切り離して損失のみの計上を認めた。 
このように、本判決は異時両建説に立ったものとも思われるが、法人の役員又は従業員で
はない第三者が行った不正行為による事件であることにも留意する必要がある。なお、3.3
で述べた法人税基本通達 2-1-43 の制定には、この判決が強い影響を与えたと思われる。 
ハ 大阪高裁平成 13年 7月 26日判決（税資 251号順号 8954） 
 これは、法人の使用人で経理を担当する者 A が行った横領による損失とそれによる損害賠
償請求権の計上時期が争われた事件であり、判決の中で法人税基本通達 2-1-43 にいう「他の
者」についての判断もなされている。 
 判決では、損害賠償請求権の計上時期に関し、「法人税法 22 条 4 項は『当該事業年度の収
益及び費用は一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算するものとする。』旨
規定しているから、法人税法は、原則として発生主義のうち権利確定主義を採っているもの
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と解される。そうすると、横領により損失が発生したとしてもこれと同額の損害賠償請求権
を取得することになるため、原則として所得額に変動を生じないことになる。」、「法人税法が
上記のように権利確定主義を採用しているのは、主として、企業会計の原則と整合性を保つ
ことにあるものと解される。また、課税当局が損害賠償債権の存否や、その回収の有無を個
別に確定することなど困難であるから、当該債権が該当事業年度に回収不能であることが確
定していない限り、これを所得に含めるという権利確定主義は、徴税技術という観点からも
優れている。」とし、同時両建説に立つ判断をしている。 
また、法人税基本通達 2-1-43 が法人の役員又は使用人と他の者とを区分し、後者について
のみ弾力的な取扱いをしていることについて、「基本通達には例外を認める前提として『他の
者から支払いを受ける損害賠償請求権』という限定が付されている。このような限定を付し
たのは、たとえば、本件のような横領行為の隠ぺい等のために収入の圧縮や架空計上等が行
われた場合、外形的には法人自身がなした脱税行為と識別がつかないため、このような場合
に例外的扱いを認めると徴税事務に著しい支障を生じるためであると解される。」、「前記の
とおり、A は控訴人の重要な経理帳簿の作成をほぼ全てを任され、これをチェックする者は
おらず、法人内部での権限とは別に、その経理処理が法人の処理と受け取られても致し方の
ない状況にあった。したがって、A が『他の者』に該当するとみることは困難であり、法人
税法の原則が権利確定主義である以上、このような場合は埒外であるとして基本通達の適用
を認めなかったことが不当であるとはいえない。」として、そうした取扱いをすることについ
て肯定的な判断を示している。 
ニ 東京高裁平成 21年 2月 18日判決（税資 259号順号 11144）10） 
 これは、法人の経理部長 A が架空外注費を計上しその金額を詐取していたことによる損失
とそれによる損害賠償請求権の計上時期が争われた事件であるが、判決では次のように判示
し、「通常人」を基準とするという独自の判断基準を示したのが大きな特徴である。 
 「ある収益をどの事業年度に計上すべきかは、一般に公正妥当と認められる会計処理の基
準に従うべきであり、これによれば、収益は、その実現があった時、すなわち、その収入す
べき権利が確定したときの属する年度の益金に計上すべきものというべきである（権利確定
主義。最高裁平成 5 年 11 月 25 日第一小法廷判決・民集 47 巻 9 号 5278 頁等参照）。なお、こ
こでいう権利の確定とは、権利の発生とは同一ではなく、権利発生後一定の事情が加わって
権利実現の可能性を客観的に認識することができるようになることを意味するものと解すべ
きである。」 
 「そして、本件のような不法行為による損害賠償請求権については、通常、損失が発生し
た時には損害賠償請求権も発生、確定しているから、これらを同時に損金と益金とに計上す
るのが原則であると考えられる（不法行為による損失の発生と損害賠償請求権の発生、確定
はいわば表裏の関係にあるといえるのである。）。」 
 「もっとも、本件のような不法行為による損害賠償請求権については、例えば加害者を知
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ることが困難であるとか、権利内容を把握することが困難なため、直ちには権利行使（権利
の実現）を期待することができないような場合があり得るところである。このような場合に
は、権利（損害賠償請求権）が法的には発生しているといえるが、未だ権利実現の可能性を
客観的に認識することができるとはいえないといえるから、当該事業年度の益金に計上すべ
きであるとはいえないというべきである（そのような場合にまで、法的基準に拘泥して収益
の帰属年度を決することは妥当でないのである。なお、最高裁平成 4 年 10 月 29 日第一小法
廷判決・裁判集民事 166 号 525 頁参照）。このような場合には、当該事業年度に、損失につい
ては損金計上するが、損害賠償請求権は益金に計上しない取扱いをすることが許されるので
ある（法人税基本通達 2-1-43 が、『他の者から支払を受ける損害賠償金（中略）の額は、そ
の支払を受けるべきことが確定した日の属する事業年度の益金の額に算入するのであるが、
法人がその損害賠償金の額について実際に支払を受けた日の属する事業年度の益金の額に算
入している場合には、これを認める。』と規定し、損失の計上時期と益金としての損害賠償金
請求権の計上時期を切り離す運用を認めているのも、基本的には、第三者による不法行為等
に基づく損害賠償請求権については、その行使を期待することが困難な事例が往々にしてみ
られることに着目した趣旨のものであると解するのが相当である。）。 
 ただし、この判断は、税負担の公平や法的安定性の観点からして客観的にされるべきもの
であるから、通常人を基準にして、権利（損害賠償請求権）の存在・内容等を把握し得ず、
権利行使が期待できないといえるような客観的状況にあったかどうかという観点から判断し
ていくべきである。不法行為が行われた時点が属する事業年度当時ないし納税申告時に納税
者がどういう認識でいたか（納税者の主観）は問題とすべきでない。」 
 「上記……によれば、本件各事業年度において、本件詐取行為により被控訴人が受けた損
失額を損金に計上すると同時に益金として本件損害賠償請求権の額を計上するのが原則とい
うことになるが、本件各事業年度当時の客観的状況に照らすと、通常人を基準にしても、本
件損害賠償請求権の存在・内容等を把握し得ず、権利行使が期待できないといえるとすれ
ば、当該事業年度の益金に計上しない取扱いが許されるということになるから、その点を検
討する。 
 この点については、上記認定……によれば、A は、被控訴人の経理担当取締役らに秘して
本件詐取行為をしたものであり、被控訴人の取締役らは当時本件詐取行為を認識していなか
ったものではあるが、本件詐取行為は、経理担当取締役が本件預金口座からの払戻し及び外
注先への振込み依頼について決裁する際にAが持参した正規の振込依頼書をチェックしさえ
すれば容易に発覚するものであったのである……。 
 また、決算期等において、会計資料として保管されていた請求書と外注費として支払った
金額とを照合すれば、容易に発覚したものである……。こういった点を考えると、通常人を
基準とすると、本件各事業年度当時において、本件損害賠償請求権につき、その存在、内容
等を把握できず、権利行使を期待できないような客観的状況にあったということは到底でき
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ないというべきである。 
 そうすると、本件損害賠償請求権の額を本件各事業年度において益金に計上すべきことに
なる。」 
 このように、本判決は基本的には同時両建説に立ちつつ、その例外として、通常人を基準
として、損害賠償請求権につきその存在や内容等を把握できず、権利行使を期待できないよ
うな客観的状況にあった場合には、当該事業年度の益金に計上しない取扱いが許されるとす
るものであり、いわば通常人を基準とした把握可能性等を判断基準としたものと思われる。
なお、その後、この判決と同様の通常人の基準を採用して判断をした国税不服審判所の裁決
例もある（平成 23 年 7 月 6 日裁決、裁決事例集第 84 集 30 頁等）。 
この通常人を基準とした把握可能性という判断基準はひとつの考え方ではあろうが、本件
判決で示された「通常人」という基準自体は必ずしも明確なものとは言えず、逆に客観性の
担保という面からは問題があるのではないかと考える。 
 
3.5 小括 
以上のように、横領等による損失についてはその発生時に損失として計上すべきことにつ
いては概ね異論がないものの、それに対応する損害賠償請求権の計上時期に関しては、学説
は同時両建説と異時両建説とに分かれ、裁判例も同時両建説に立った最高裁の判決はあるも
のの、その後の下級審の判決には異なる判断を示すものもあるなど、定説がない状況となっ
ている。 
私見としては、同時両建説が私法上の考えに則していて基準も明確でありこれを原則とす
べきであると考えるが、他方で、横領等の行為を役員や使用人が行う場合とそれ以外の者が
行う場合では、その態様や把握可能性、回収可能性等に大きな違いがあることから、後者に
ついては異時両建説又は現金基準を採用できるとする法人税基本通達 2-1-43の取扱いが妥当
するのではないかと考える。 
しかし、いずれにせよ、個々の事例においては、不正行為の態様や規模、行為者の地位・
権限、法人としての認識・防止可能性の有無、損失の回収可能性等の事情が大きく異なって
いることから、それらの事実を的確に検討し認定した上で、事例に即した合理的な処理が行
われる必要があると考える。 
 
4 第三者による隠ぺい仮装行為 
 
4.1 問題点の所在 
 横領等に基づく損害賠償請求権が損失と同時に計上される場合、当該事業年度において法
人は過少申告であることとなり、更に、横領等に係る売上除外や過大な仕入れ等が隠ぺい仮
装行為により行われていた場合には重加算税が賦課されるが、その場合、その隠ぺい仮装行
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為の主体が問題となる。 
重加算税制度の趣旨は、納税者が過少申告をするについて隠ぺい、仮装という不正手段を
用いていた場合に、過少申告加算税よりも重い行政上の制裁を科することによって、悪質な
納税義務違反の発生を防止し、もって申告納税制度による適正な徴税の実現を確保しようと
するものであるとされる（最高裁平成 7 年 4 月 28 日判決、民集 49 巻 4 号 1193 頁）。 
 国税通則法 68 条 1 項は、隠ぺい仮装行為の主体を「納税者」としていることから、文理上
は主体が納税者本人に限られ、法人の役員・従業員や申告等を委任した税理士等の第三者は
含まれないようにも思われるが、学説・判例は、上述した重加算税の趣旨を根拠として主体
を納税者本人に限定せず、第三者が隠ぺい仮装行為を行った場合にも一定の場合には納税者
に重加算税を賦課することを認めている。ただし、これは厳格な文理解釈を原則とすべき租
税法における拡大解釈となるため、どのような要件の下でどの範囲まで広げるかが大きな問
題となる11）。 
 法人税の場合においても、実際の法人の業務や申告行為等は納税者である法人の代表取締
役等ではない役員や従業員、又は税理士等の第三者が行うことが通常であるということもあ
り、隠ぺい仮装行為の主体を納税者に限定すべきではないと考えられるが、本稿で問題とす
る法人の役員等が隠ぺい仮装行為の主体の場合に、どのような基準により法人に対する重加
算税の賦課の適否を判断すべきかを検討する必要がある。 
 
4.2 学説 
 第三者が行った隠ぺい仮装行為に関して納税者に重加算税の賦課を認めるか否かに関し、
代表的な学説としては次のようなものがある。 
①隠ぺい仮装行為とその結果としての過少申告があれば、納税者の認識の有無等にかかわ
らず無限定に重加算税の賦課を認める説（無限定説）12）。 
②納税者と行為者である第三者が利害関係同一集団に属する場合には認めるとする説（利
害関係同一集団説）13）。 
③代理人や履行補助者が行った行為については、その法律効果が本人に帰属することから
認めるとする説（代理人・履行補助者説）14）。 
④現実の知不知ではなく、客観的にみて納税者が過少申告の事実を知らなかったと認めら
れる場合には重加算税の賦課を認めないとする説（擬制的認識必要説）15）。 
⑤行為者の地位、権限、目的、納税者との関係、納税者の認識可能性等の判断要素を基に
具体的事案ごとに総合的に判断すべきとする説（総合判断説）16）。 
⑥納税者が適正な申告をするように注意を払うべきであったにもかかわらず、注意を払わ
なかったという過失がある場合に重加算税の賦課を認めるとする説（有責性必要説）17）。 
⑦納税者が第三者の隠ぺい仮装行為を認識していることが必要であるとする説（認識必要
説）18）。 
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このように、学説においては、どのような要件の下でどこまで「納税者」を広く解釈する
かについて様々な考え方が存在する。 
 
4.3 主な裁判例 
 この問題に関する裁判例は多く、下級審の裁判例においては、その理由付けは様々である
が、例えば第三者の行為を納税者の行為と「同視できる」などとして、結論としては納税者
への重加算税の賦課を認めるものが多い 19）。 
 そのような中、最高裁平成 18 年 4 月 20 日判決（民集 60 巻 4 号 1611 頁）は、最高裁とし
て初めてこの問題について明確な判断を示したものと言える 20）。 
 これは、申告を委任された税理士が隠ぺい仮装行為を行った事件であり、不正行為に現職
の税務職員も関わったという異例の事件であったが、最高裁は次のように判示して結論とし
ては納税者に重加算税の賦課を認めなかった。 
 国税通則法 68 条 1 項は、「『納税者が…隠ぺいし、又は仮装し』と規定し、隠ぺいし、又
は仮装する行為（以下「隠ぺい仮装行為」という。）の主体を納税者としているのであって、
本来的には、納税者自身による隠ぺい仮装行為の防止を企図したものと解される。しかし、
納税者以外の者が隠ぺい仮装行為を行った場合であっても、それが納税者本人の行為と同視
することができるときには、形式的にそれが納税者自身の行為でないというだけで重加算税
の賦課が許されないとすると、重加算税制度の趣旨及び目的を没却することになる。そして、
納税者が税理士に納税申告の手続を委任した場合についていえば、納税者において当該税理
士が隠ぺい仮装行為を行うこと若しくは行ったことを認識し、又は容易に認識することがで
き、法定申告期限までにその是正や過少申告防止の措置を講ずることができたにもかかわら
ず、納税者においてこれを防止せずに隠ぺい仮装行為が行われ、それに基づいて過少申告が
されたときには、当該隠ぺい仮装行為を納税者本人の行為と同視することができ、重加算税
を賦課することができると解するのが相当である。他方、当該税理士の選任又は監督につき
納税者に何らかの落ち度があるというだけで、当然に当該税理士による隠ぺい仮装行為を納
税者本人の行為と同視することができるとはいえない。」 
「これを本件についてみると、前記事実関係によれば、被上告人は、A 税理士に確定申告
手続を委任した際、脱税の意図はなく、専門家である同税理士を信頼して適正な申告を依頼
したものであり、同税理士が脱税を行っていた事実を知っていたとうかがうこともできない
というのである。そして、税理士は、適正な納税申告の実現につき公共的使命を負っており、
それに即した公法的規律を受けているのであるから、被上告人において、そのような税理士
資格を有し、長年税務署に勤務していたという A 税理士が、税法上許容される節税技術、計
算方法等に精通していると信じたとしてもやむを得ないところであり、同税理士がそのよう
な専門技能を駆使することを超えて隠ぺい仮装行為を行うことまでを容易に予測し得たとい
うことはできない。また、A 税理士による確定申告後、東京国税局による臨場調査を受ける
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以前に、被上告人が本件確定申告書に虚偽の記載がされていることその他同税理士による隠
ぺい仮装行為を認識した事実も認められず、同税理士を信頼して委任した被上告人において、
これを容易に認識し得たというべき事情もうかがわれない。 
他方、税務署職員や長男から税額を 800 万円程度と言われながらこれが 550 万円で済むと
の A 税理士の言葉を信じた点や、本件確定申告書の内容をあらかじめ確認せず、申告書の控
えや納付済みの領収証等の確認すらしなかった点など、被上告人にも落ち度はあるものの、
これをもって同税理士による前記隠ぺい仮装行為を被上告人本人の行為と同視することがで
きる事情に当たるとまでは認められないというべきである。 
そうすると、前記事実関係の下においては、A 税理士の前記隠ぺい仮装行為をもって納税
者である被上告人本人の行為と同視することはできず、被上告人につき国税通則法 68 条 1
項所定の重加算税賦課の要件を満たすものということはできない。これと同旨の原審の判断
は是認することができ、論旨は採用することができない。」 
 この判決は、第三者の隠ぺい仮装行為について、納税者の認識又は認識可能性及び防止可
能性の有無を問題とし、それがあったにもかかわらず納税者が防止措置等をとらなかった場
合には、当該第三者の隠ぺい仮装行為を納税者の行為と同視することができ、重加算税が賦
課できるとするものであり、いわば第三者の選任・監督等に係る納税者の注意義務違反の有
無といった帰責性を判断基準に取り上げようとするものであると思われる。これは、それま
での下級審判決では散見されていた考え方であるが、最高裁としてその考え方を採用したも
のと考えられ、この直後に同じ税理士が関与した別の事件に関して出された最高裁平成 18
年 4 月 25 日判決（民集 60 巻 4 号 1728 頁）においても、第三者の隠ぺい仮装行為に関して全
く同様の考え方が判示されている。 
 なお、本件は第三者が税理士であった事件であり、その射程距離は必ずしも明確ではない
と言えるかもしれないが、このような基準は第三者が法人の役員や従業員であった場合等に
も適用し得る汎用性のある基準であると解される。実際に、その後の下級審判決において、
会社の役員等が横領を行った事件に関しても、最高裁と同様の基準により判断するものが見
受けられる。例えば、3.4 のところでも取り上げた東京高裁平成 21 年 2 月 18 日判決（税資
259 号順号 11144）は、会社の経理部長 B が横領を行った事件に関し、「上記認定……によれ
ば、B が隠ぺい、仮装行為をし、被控訴人は、それに基づき架空外注費を計上して確定申告
を行ったものである。そして、上記認定……によれば、B は、被控訴人の経理業務の責任者
で実務上の処理を任されていた者であり、かつ、被控訴人としても、容易に B の隠ぺい、仮
装行為を認識することができ……、認識すればこれを防止若しくは是正するか、又は過少申
告しないように措置することが十分可能であったのであるから、B の隠ぺい、仮装行為をも
って被控訴人の行為と同視するのが相当である。」と判示している。また、2.2 のところでも
取り上げた金沢地裁平成 23 年 1 月 21 日判決（訟務月報 57 巻 11 号 2491 頁）は、最高裁平成
18 年 4 月 20 日判決を引用した上で、「本件のように、納税者である法人の役員や従業員が隠
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蔽仮装行為を行った場合、通常、役員は法人の機関として行動する者であるし、従業員であ
っても、法人の事業活動上の利益を挙げるためにその手足として用いられている者であるか
ら、納税者本人が、相当の注意義務を尽くせば、役員や従業員の隠蔽仮装行為を認識するこ
とができ、法定申告期限までにその是正や過少申告防止の措置を講ずることができたにもか
かわらず、納税者においてこれを防止せずに前記行為が行われ、それに基づいて過少申告が
されたときには、前記行為を納税者本人の隠蔽仮装行為と同視して、納税者本人に重加算税
を賦課することができるというべきである。」と判示し、最高裁平成 18 年判決と同様の基準
に基づいて重加算税の賦課を認めている。 
 
4.4 小括 
 以上のように、第三者による隠ぺい仮装行為の問題につき学説の考え方は分かれており、
また、裁判例については下級審における判断の基準は分かれていたものの、平成 18 年の最高
裁判決が一定の基準を明らかにしたものと言える。 
重加算税の趣旨を考慮すると、隠ぺい仮装行為の主体を納税者のみに限定するのは適切で
はないが、他方で、無限定と解するのは法律の文言から逸脱するものであり、また、納税者
にとっても酷となろう。申告納税制度の下で、納税者は自ら適正な申告を行う義務があり、
また、第三者がそれに関わる場合には納税者がその者に対する選任・監督等の義務があると
解すべきであることからすると、最高裁平成 18 年判決で示されたような帰責性の基準を重視
した判断が適切ではないかと思われる。したがって、本稿で問題とする法人の役員等による
隠ぺい仮装行為の場合においても、役員等の隠ぺい仮装行為に関する認識又は認識可能性及
び防止可能性といった納税者の帰責性の基準を重視して、法人への重加算税の賦課の適否を
判断するのが適切であると考える。 
しかし、実際に個別の事例において具体的な判断を行うに際しては、そのような帰責性の
基準を重視しつつ、総合判断説が主張するように、不正行為者の地位・権限・目的、会社の
資産や名義の使用状況、不正行為の態様や規模・組織性の程度、代表者の黙認等の有無、納
税者が払った注意の程度、内部統制の整備・実施状況等の種々の事実を個別の事例に即して
幅広く的確に検討・認定し、それらを総合勘案することが必要であろう。 
 
5 おわりに 
法人の役員等の横領等の場合に法人自身に重加算税が適法に賦課されるためには、これま
で述べてきたように、①所得の帰属の認定、②損害賠償請求権の計上時期、及び③第三者に
よる隠ぺい仮装行為、といった論点についてそれぞれ慎重な検討がなされる必要がある。 
しかし、これらはいずれも租税法における非常に重要な論点であり、各論点に関して考え
方が分かれ、又は判断が難しい部分も多いと考える。課税実務上、役員等の横領等の場合に
は、このような論点についての整理、検討が必ずしも十分にされていなかった面もあるので
54  嘉悦大学研究論集 第56巻第2号通巻104号 平成26年3月 
はないかと思われるが、平成 23 年度税制改正により税務調査手続の法定化等が実施され、そ
れを踏まえた通達の整備等もなされた21） 趣旨を踏まえ、今後とも法律に基づいた適正な課税
がなされていくためには、こうした論点を十分に整理し勘案した上で、事例に即した幅広く
きめ細かい検討・判断を行って問題点や争点を早期に明確にし、確実な証拠に基づいて個々
の事実認定を的確に行うなどの努力がより一層求められると考える。 
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た場合、これをもって納税者の行為と同視することはできないとされた事例」税務事例 39 巻 4 号
14 頁（2007）、川神裕「最高裁判所判例解説」法曹時報 60 巻 6 号 165 頁（2008）等。 
21) 山上淳一『国税通則法（税務調査手続関係）通達逐条解説』（大蔵財務協会、2013）等参照。 
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